
 

今月の投資視点 

 

 

 

【本来の干支の意味で見る 2013 年相場 

【今年は個人消費の活発化に期待、需給面では自社株買いが支え】 

◆今年は実質賃金上昇に伴う個人消費の活発化が日本株を押し上げる力になる

と考える。日銀の植田総裁は 12 月 25 日に経団連が開いた会合で、25 年の見通し

に関して「（賃金と物価の）好循環が一段と強まる」と発言。ＯＥＣＤ（経済開

発協力機構）も 12 月 4 日に発表した世界経済見通しで、実質賃金の上昇による

個人消費の活発化や製造業の国内回帰による設備投資の増加を理由に 25 年の日

本経済が堅調に推移すると予測している。昨年を振り返ると、米国経済が物価高

の中で想定以上の強さを見せ、世界経済を力強く牽引した。米国経済は直近の経

済指標などから見てソフトランディングを実現できそうだが、1月 20 日に大統領

に帰り咲くトランプ氏の通商政策や、長引く物価高の影響などにより、その牽引

力は徐々に弱まる可能性がある。そうなると日本にとって重要なのは名目ＧＤＰ

の 5割強を占める個人消費が活発化するか否かだ。24 年の春闘では 5％を超える

賃上げが実現。食料品価格の上昇を主因に実質賃金はプラス定着に至っていない

が、名目賃金は前年同月比で 2％超のプラスが続いている。人手不足を背景に 25

年春闘でも高水準の賃上げが決まると見られ、近いうちに実質賃金のプラス定着 

が見えてこよう。国内消費の活発化や米

国経済のソフトランディングが実現し、

外国人観光客の増加基調や企業の旺盛

な設備投資意欲が続くことにより、日本

企業の 25 年度利益は 24 年度比で 10％

近く伸びると予想。今年の日経平均株価

については現在の予想ＥＰＳ（2470 円） 

１月の投資環境 

旧年中は格別のお引き立てを賜り誠にありがとうございました。謹んで新年のご挨

拶を申し上げます。昨年は日米の金融政策が転換点を迎える中、日経平均株価が 2 月

に史上最高値を更新し、7 月には 4 万 2426 円を付けました。8 月以降は 4 万円手前で

もみ合う展開が続いていますが、実質賃金上昇による国内消費の活発化や第 2 次トラ

ンプ政権の政策による米国株上昇が望める今年は 4 万円台を定着すると見ています。 

商品部投資情報課一同、皆様の資産運用のお役に立てますよう、更に精進して参り

ますので、変わらぬご愛顧を宜しくお願い致します。   （商品部 部長 鈴木隆男） 

 

 

 



 

 

や来年度の企業業績（10％増益想定）、直近

1 年の予想ＰＥＲ推移（13.0～17.6 倍）な

どから判断して4万4000円程度を目標に上

昇すると考える。1 月相場は過去の傾向か

ら荒れやすい。日米の金融政策やトランプ

次期大統領の通商政策などに振られて下落

する局面があれば買いの好機と捉えたい。 

◆企業の自社株買いも日本株の支えになる。東証による市場改革を背景に政策保

有株の売却で得た資金を活用し、自社株買いを行う企業がこのところ急増。昨年

1月から 12 月第 3週までの投資部門別売買状況（現物＋先物）を見ると、自社株

買いが中心と見られる事業法人が 7.9 兆円を買い越した一方、海外投資家が 5.1

兆円の売り越し、個人が 8500 億円の売り越しとなっており、企業の自社株買い

が海外投資家と個人の売りを吸収した。東証による市場改革は今年から次のフェ

ーズに入る（16～17 ページのトピックス①を参照）。東証やモノ言う株主からの

圧力が強まる中で日本企業が昨年に増して資本効率の改善に向けた動きを強め

るのは必至。今年も企業の自社株買いが需給面で日本株の大きな支えとなろう。 

【“辰巳天井”を超えての株高を望む】 

◆今年の十干十二支は「乙・巳（きのと・み）」だ

が、「巳」年の日経平均株価は過去 6 回中 4 回がプ

ラス。平均上昇率も 13％とまずまず良好だ。ちな

みに十干の「乙」は十干の“2番目”で“成長して

広がる”などの意がある。干支にまつわる相場格言

では昨年の「辰」と今年の「巳」は“天井”で来年

の「午」は“尻下がり”だが、日本企業の業績が成

長して広がり、日経平均株価が今後、昨年 7月の天 

井（史上最高値の 4万 2426 円）を超え継続的に上昇していくことに期待したい｡ 

◆最後に心強いアノマリーを紹介しておこう。それは米国大統領選挙の翌年は日

米ともに株高になりやすいというもの。過去 10 回の米国大統領選挙の翌年を見

ると、米国Ｓ＆Ｐ500 種指数が 10 回のうち 9 回、日経平均株価が 10 回のうち 8

回で上昇。平均上昇率も前者が 18％、後者が 14％とすこぶる良好だ。アノマリ

ーから見ても今年は株高が期待できるのではないか。 2025 年 1月 6日（北澤淳） 

 

 

 

１月の投資環境 



2025 年 1月 6 日作成 

 

 

◇本レポートは投資の参考となる情報提供を目的とし、証券の売買勧誘を目的とした

ものではありません。業績等は今後急激に変化する場合がございます。投資判断は

お客様ご自身でお願いいたします。 

 

◇本レポートは信頼できると思われる資料を元に作成したものですが、その正確性、

完全性を保証したものではありません。本レポートに記載された意見や予測は作成

時での当社見通しであり、今後予告なしに変更される場合があります。 

 

◇株式には株価の下落や発行者の信用状況の悪化などから、投資元本を割り込むこと

があります。外国株式は為替の変動により損失が生じるおそれがあります。 

 

◇株式の売買取引には手数料がかかり、手数料率は約定金額によって変わります。国

内株式の手数料は、約定金額が 5000 万円超の場合が最大で一律 23 万 9910 円（税

込）、手数料金額が 2750 円（税込）以下の場合が最小で一律 2750 円（税込）です。

外国株式の手数料については、別途「外国株券等の取引に関する重要事項」をご覧

の上、ご確認ください。なお、保護預り口座管理料は 0円です。 

 

◇本レポートは当社に著作権があり、事前の承諾なしに本レポートの全部または一部

を引用または複写、転送することを禁じます。 

 

 

当社の概要 

 商号等   三木証券株式会社  

登録番号  金融商品取引業者 関東財務局長（金商） 第 172 号 

 加入協会  日本証券業協会 

 指定紛争解決機関 

       特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

 本店所在地 〒103－0027 東京都中央区日本橋 1－20－9 

 資本金   ５億円 

 主な事業  金融商品取引業 

 設立年月  昭和 17年 12 月 

重要な注意事項 


